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北限のジュゴンを見守る会

名護市宮里4-12-8

普天間飛行場代替施設建設事業に係る環境影響評価準備書に対する意見書
平成21年5月12日

北限のジュゴンを見守る会

代表　鈴木雅子

沖縄事務所　　　　　　　　　　　　　　　　　

〒905-0011　沖縄県名護市宮里4-12-8　鈴木方

東京事務所　　　　　　　　　　　　　　　　　

〒191-0001　東京都日野市栄町5-22-45　工藤方

環境影響評価法代18条に基づき、環境の保全の見地から次のとおり意見を提出する。
「第2章　対象事業の目的及び内容」について
· 影響の予測・評価の前提となる事業内容（配備される航空機の種類や数、供用時の利発着回数）がわからないまま、普天間基地の実態のみをもとに行われた予測・評価結果は意味がない。「米軍の運用の細部に係る事項でありあらかじめ示すのは困難」というのは理由にならない。
予測・評価の前提となる事業内容を確定してから予測・評価をやりなおすことを強く求める。
「第4章　方法書に対する意見および事業者の見解」について

　・方法書に対する意見への事業者の見解は、ほとんど答えになっていない。「準備書に記載しました」という回答が多いが、準備書のどこに書いてあるのか、また具体的にどういう答えなのか内容がわからない、あるいは納得のいかない不適切なものである。方法書への意見に対しては、答えになっていようがいなかろうが一応回答したからそれで良いというものではない。本来、環境影響評価は事業者と住民の対話のツールである。その役割を果たすためには、住民意見についての議論と評価がなされるべきである。
　　方法書の意見についての事業者の見解を「準備書に記載しました」という書き方ではなく、回答そのものを根拠を具体的に明示した上で書き直すこと、さらにそれらについての議論をアセス審査会で行うことを強く求める。それを通過した上でないと、準備書の調査結果・予測・評価の議論に入るべきではない。
　・「海草藻場の定点観測地点にジュゴンが誤飲する可能性のあるものやジュゴンの行動を変化させるものを置いてはならない」との意見に対する「ジュゴンが誤飲するようなものは設置しませんでした」という回答は事実に反している。実際、藻場に多数のクギが放置されている状況は当会が抗議したことであり、海外の海牛類研究者からも警告が発せられたことである。しかも、これは方法書が出される前に強行されたアセス法違反の事前調査によるものであった。
　　ジュゴンが誤飲するようなものを設置したことを認め、事実と異なることを記載したことに対する謝罪と撤回を強く求める。

「第6章　調査結果の概要並びに予測及び評価の結果　6.1予測の前提」について
　・表6.1.1.2の船舶・建設機械稼動計画では2年次の埋立工のガット船・土運搬船の日隻数がゼロであるのに対し、表6.1.1.3の主な資材の搬入量（概数）では、2年次に海上運搬により7,610,000m3の砂材等を搬入することになっていて明らかに矛盾している。また、他の年次についても整合性がない。この部分だけでなく、他の工事計画の記載についても矛盾があり、不正確である可能性がある。これらは予測・評価の前提になる事項であり、正確を欠くことは許されない。すでに、この準備書に対する信頼性は崩れている。
予測・評価の前提となる工事・運用の内容を確定し、正確に記載することを強く求める。

「第6章　調査結果の概要並びに予測及び評価の結果　6.16ジュゴン」について
　・ジュゴンについての予測・評価は「辺野古にはジュゴンがいない」ことを前提としており、食跡調査、航空機からの目視調査、パッシブソナーおよび水中ビデオ調査の結果を根拠としている。しかし、航空機調査の実施や水中ビデオでジュゴンの姿が捉えられるのは日中のみであり、パッシブソナーの設置は平均して1ヶ月あたり約12日、設置密度は海草藻場面積485haに対しわずか18台である。このような時間・空間密度の調査ではジュゴンが検知できなかったとしても、ジュゴンが来なかったと結論づけることはできない。昼間はキャンプシュワブの活動やこの調査自体で騒がしい辺野古に臆病なジュゴンが近づかないというのは自然なことである。一方、過去の調査では食跡も見つかっており、夜間静まり返った海にジュゴンがこっそり近づくことがなかったとは言い切れない。

また、辺野古での食跡調査の実施記録によれば、マンタ調査の観察距離は平均して71.92kmであり、これを辺野古の海草藻場面積485haで割ると1ha（100m×100m）あたりわずか150ｍである。準備書では約10mの間隔でマンタ調査を行ったとされているが、そのとおりに実施されていれば、この数字は1000mでなければならず、記載されていることと実際行われたことの間に大きな乖離がある。藻場の一部しかカバーしていない調査から、辺野古に食跡はなかったと言い切ることはできない。嘉陽についてはマンタ調査の航跡図がいくつも示されているが、辺野古のマンタ航跡図が1枚もないのはなぜか。これを意図的に提示しないことは不当であり、虚偽にも値する。

辺野古におけるマンタ調査の航跡図をすべて提示することを強く求める。海草藻場のほんの一部しかカバーしていない食跡調査で辺野古にはジュゴンが存在しないことの証明はできない。この前提が否定されれば、「影響はほとんどない」という評価結果も否定されることになる。
· 前述したように工事用船舶の稼動計画は信用できないが、いずれにしても24,000,000m3の土砂が海上運搬されるということであるから、単純に割り算すれば2,000 m3積みのガット船、土地運搬船が1万2千回、往復なので2万4千回もジュゴン生息域周辺を往来することになる。このような大型の船舶の頻繁な往来は、ジュゴンが船舶に衝突する危険もしくは船舶を忌避して生息地を放棄せざるを得ない状況を招く可能性が大きいことを示唆する。しかも、航路はジュゴンが確認された場所を回避し（図6.1.1.1）、見張りを励行してジュゴンとの衝突を避けるという。このコメント自体、事業者がジュゴンの生態をまったく理解していないことを暴露している。また、船舶が発するスクリューでのキャビテーションおよびカルマン渦による水中騒音の影響についてはいっさい記述がない。海中の人工騒音が音でコミュニケーションをする海洋生物にとって深刻な脅威であることについて科学者たちが警告を発しているにもかかわらず、これについて調査も予測・評価も行われていないのは大きな手落ちである。これも、方法書段階がないがしろにされたことの証左ではないか。
大型の工事用船舶が多数頻繁に往来することがジュゴンに対してほとんど影響を及ぼさないとする根拠となった文献、および専門家の助言があったとすればその氏名と助言内容を具体的に提示することを強く求める。
　・「追跡調査のヘリが高度を150mまで下げてもジュゴンの行動に変化はない」、また「ヘリの周波数特性によってはジュゴンへの影響レベルを超える可能性があるとしながらも騒音が水中に入射する臨界角度は13度で狭い領域だから、航空機騒音の影響はほとんどない」としているが、まず、調査用の小型ヘリと軍事用の大型ヘリを同列にして評価するのはいかがなものか。あるいは影響を小さく見せるためにあえてこのような記述をしたのではないか。調査用ヘリのユーロコプターA350は最大離陸重量2,250kg、6-7人乗り、一方、普天間基地でもっとも配備数の多い中型輸送ヘリCH-46は最大離陸重量8,618kg、28人乗りであり、これらの騒音影響が大きく異なるのは自明である。また、航空機騒音レベルの予測コンターが、CH-53およびC-12についてしか示されていない。なぜ配備数が多く飛行回数も多い中型輸送ヘリCH-46および攻撃ヘリAH-1、UH-1については示さないのか。
　　　また、ジュゴンの動きを追跡した図と航空機騒音の大きさを予測した図を並べてみると、ジュゴンが頻繁に確認された領域と騒音の大きい領域は重なっている。音が水中に透過する以前に、ジュゴンは呼吸をするために頻繁に水面に顔を出すから、そもそも水中にいることだけを前提に評価しているのは片手落ちであるが、準備書に示されている回転翼機の進入角（7～23°）から航空機騒音が水中に透過するのは嘉陽で航空機の直下を中心とした直径312～1078ｍの範囲と見積もれる。これが狭い範囲と言えるのか。しかも音源直下の水面の音圧は水面が無い場合に比べ境界での圧力増幅効果のために音圧は2倍になる。さらに水深が浅いところでは、海底と水面のから音が何度も繰り返し反射し、水中での受音強度が高くなる。以上から見てもジュゴンへの航空機騒音の影響についての評価は根拠が不適切で、信頼性に乏しい。
　　代替基地に配備予定のすべての航空機（オスプレイ含む）について騒音レベルの予測コンターを提示すること、および運用予定に基づく時間帯別飛行回数に応じた影響の評価を行い、その結果を提示することを強く求める。その際、水面における影響、水中での影響について、上記の手落ちを修正し、評価根拠を明確にし、それが基づく文献および専門家の氏名と助言内容を明示した上で、具体的に示すことを強く求める。

· 海域生物全般に対して低周波音が150dB以下では影響がないとしているが、これは低周波ソナーに対する影響レベルであって、ここではソナーの影響を議論しているのではない。その他の人工的な低周波音があるにもかかわらず魚もカメもジュゴンもいっしょくたに影響なしとするのはおかしい。また、器官損傷や組織破壊といった物理的な影響のみで判断するのもいかがなものか。影響には、行動への影響、感覚的な影響も含まれる。現に普天間基地の周辺では低周波音が原因ではないかとされる住民の健康被害が大きな問題になっているのは周知の事実である。「航空機から発生する低周波音調査（与儀他、2002）」は普天間基地に配備されている航空機の低周波音についての調査であるが、これによれば、ヘリコプターから発生する騒音と低周波音の関係は、騒音が80ｄB（A）以下では騒音と低周波音のレベル差は10ｄB程度、80ｄB（A）以上に至っては20ｄB、すなわち低周波音の音圧は騒音の10～100倍ということである。また、船舶騒音も低周波域で音圧レベルが高い。

音として聞こえず、直接耳に損傷を及ぼさないとしても、遮音壁や頭蓋骨をも貫通する低周波音は人間の脳に影響を与えている可能性があると言われており、一般に用いられている感覚閾値よりもかなり低い音圧レベル（55ｄB）から苦痛を訴える人が出るという調査結果もある。ジュゴンについてもその可能性がないとはいえない。野生のジュゴンについてそういった調査はないが、ジュゴンが忌避行動を取った結果生息地を放棄せざるを得なくなったり、脳に害を受けるかもしれない。
ヘリコプターおよび船舶の低周波音がジュゴンに与える影響について、ヘリコプターについては代替基地配備予定のものすべてについて離着陸時のジュゴン生息域での1/3オクターブバンド別の音圧レベルを予測し、その影響の評価を、根拠を明確にし、それが基づく文献および専門家の氏名と助言内容を明示した上で、具体的に示すことを強く求める。
以上
